
介護人材の確保

・介護報酬改定等を通じた処遇改善の取組等、４つの
視点に基づき総合的に施策を推進

・介護保険事業（支援）計画の基本指針と連動した福祉
人材確保指針や介護雇用管理改善等計画の見直し

・介護人材の需給推計ツールの提供など都道府県へ
の支援

視点①：参入の促進

介護業界のイメージアップの推進、介護職員の
専門性に対する社会的認知度のアップ、情報
公表や適切なマッチングなど多様な人材が就
労できるような裾野を広げる取組 等

視点②：キャリアパスの確立

研修の受講支援や法人の枠を超えた人事交
流の推進などのステップアップやキャリアパス
の確立 等

視点③：職場環境の整備・改善

介護職員の負担軽減のための介護ロボットの
開発促進やICTを活用した情報連携の推進・業
務の効率化などの職場環境の整備・改善 等

視点④：処遇改善

介護報酬の改定を通じて、介護職員の更なる
処遇改善を図るとともに、事業者による取組の
促進策を検討 等

・事業者の介護人材確保に向けた取組の支援
・生活支援の担い手を増やしていくための取組

・介護保険事業支援計画等に基づき、介護職員の研修
など、４つの視点からの取組

・必要となる介護人材の需給推計の実施
・関係団体や関係機関などを集めた協議会の設置運営

取

組

の

４

つ

の

視

点

国

・
都
道
府
県
・
市
町
村
・
事
業
者
の
主
な
役
割

都道府県

市町村

国

・選ばれる事業所となるための魅力ある職場作り等も
含めた介護職員の処遇改善への取組

・業界自らのイメージアップへの取組
・業界全体としてマネジメントに関する情報の提供と意
識改革

・複数事業所が共同で採用や研修を行うなど事業所の
連携強化

事業者（事業者団体）
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平成24年4月
平成24年度介護報酬改定 ＋１．２％改定

「介護職員処遇改善加算」の創設により、処遇
改善交付金による処遇改善を継続

介護職員の処遇改善についての取組

平成21年4月
平成21年度介護報酬改定 ＋３％改定

（介護従事者の処遇改善に重点をおいた改定）
月額 ＋ ９，０００円

月額 ＋１５，０００円

月額 ＋３０，０００円 相当の効果

社会保障・税一体改革の中で更なる処遇改善を行う

（実績）

（実績）

平成21年10月～平成24年3月
介護職員処遇改善交付金（補正予算）

施
設
・
事
業
所
に
お
け
る

処
遇
改
善

＋

月額 ＋ ６，０００円

（実績）

１．上記３つの取組等により、それぞれ実績として給与が改善
されている。

２．上記実績はそれぞれ調査客体等が異なるが、これを合計
すれば月額３万円相当の改善となっている。
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介護・障害福祉従事者の人材確保のための介護・障害福祉従事者の処遇改善に関する法律
（平成２６年６月２７日法律第９７号）

政府は、高齢者等並びに障害者及び障害児が安心して暮らすことができる社会を実現するためにこれらの
者に対する介護又は障害福祉に関するサービスに従事する者（以下「介護・障害福祉従事者」という。）が重
要な役割を担っていることに鑑み、これらのサービスを担う優れた人材の確保を図るため、平成二十七年四
月一日までに、介護・障害福祉従事者の賃金水準その他の事情を勘案し、介護・障害福祉従事者の賃金をは
じめとする処遇の改善に資するための施策の在り方についてその財源の確保も含め検討を加え、必要がある
と認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

附 則
（施行期日）

１ この法律は、公布の日から施行する。
（介護従事者等の人材確保のための介護従事者等の処遇改善に関する法律の廃止）

２ 介護従事者等の人材確保のための介護従事者等の処遇改善に関する法律（平成二十年法律第四十四
号）は、廃止する。

（参考）
介護従事者等の人材確保のための介護従事者等の処遇改善に関する法律 （平成２０年５月２８日法律第４４号）

政府は、高齢者等が安心して暮らすことのできる社会を実現するために介護従事者等が重要な役割を担っていることにか
んがみ、介護を担う優れた人材の確保を図るため、平成二十一年四月一日までに、介護従事者等の賃金水準その他の事情
を勘案し、介護従事者等の賃金をはじめとする処遇の改善に資するための施策の在り方について検討を加え、必要があると
認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

附 則
この法律は、公布の日から施行する。
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